
 

一般社団法人東京都農業会議 

農業スポットワーク活用促進奨励金交付規則 
 

 

８東農発第 10 号                            

                           令和８年４月１日 

 

 

第１ 趣旨 

一般社団法人東京都農業会議（以下「農業会議」という。）は、農業スポットワーク活

用促進奨励事業実施要領（令和８年３月 27 日付７産労農振第 3098 号）に基づき予算の

範囲内において奨励金を交付するものとし、その交付に関しては、農業スポットワーク活

用促進奨励事業費補助金交付要綱（令和８年３月 27 日付７産労農振第 3096 号）及び東

京都補助金等交付規則（昭和 37年東京都規則第 141号）に定めるもののほか、この規則

に定めるところによる。 

 

第２ 事業内容、補助率等  

奨励金交付の対象となる事業内容、補助率等については、別表のとおりとする。 

  なお、東京都から交付された農業スポットワーク活用促進奨励事業費補助金のうち、

奨励金交付事業の経費を交付上限額とする。上限額に達した際には、事業期間中であっ

ても奨励金申請の受付を打ち切る。 

 

第３ 暴力団の排除 

奨励金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）が、暴力団員等（東京都

暴力団排除条例（平成 23年東京都条例第 54号。以下「条例」という。）第２条第３号に

規定する暴力団員及び同条第４号に規定する暴力団関係者をいう。）又は暴力団（条例第

２条第２号に規定する暴力団をいう。）に該当する場合は、この規則に基づく奨励金の交

付の対象としない。なお、申請者が法人その他の団体にあっては、代表者、役員、使用人、

従業員、構成員等に暴力団員等に該当する者がある場合も、この規則に基づく奨励金の交

付の対象としない。 

 

第４ 交付対象者の要件 

奨励金の交付を受けることができる者（以下「交付対象者」という。）は、次の各号を 

全て満たしている者とする。 

(1）都内に所在地のある農業経営体 

(2) スポットワークによる労務の提供を必要としている者であること。 

(3) 法令及び関係規程を遵守している者であること。 

 

第５ 交付要件 

奨励金の交付対象は、次に掲げる要件を満たしていることとする。 

(1）農業スポットワーク活用促進事業実施要綱（令和８年３月２日付７産労農振第 2814

号）第４の(1)による求人サービス事業者との協定締結後、当該事業者を介して該当年

度にスポットワーカーを延べ５回以上雇用した者であること。 

(2）(1)の「延べ５回」とは、同一人物を５日間雇用する場合や、同時に５人を雇用する

場合、その組み合わせなどの場合も含むものとする。 

(3)スポットワーカーの業務は、収穫、出荷調整、顧客対応など、農業経営に関わる業務

のみとし、不動産管理や育児など農業経営と直接関わらない業務は交付対象に含めな

いものとする。 

(4) 同一経営体としての奨励金交付は１回限りとする。 



 

 

第６ 奨励金の額 

 奨励金の額は、１回の申請につき、１万円とする。 

 

第７ 奨励金の交付申請 

交付対象者は、一般社団法人東京都農業会議会長（以下「会長」という。）に奨励金

交付申請書（兼請求書）（別記様式第１号の１）に誓約書（別記様式第１号の２）等を

添付して提出するものとする。 

 

第８ 奨励金の交付決定 

１ 会長は、第７の申請書の提出があったときはその内容を審査し、適当と認める場合は、

奨励金の交付を決定し、別記様式第２号により申請者に通知し、奨励金を交付する。 

２ １の場合において、知事は適正な交付を行うため必要があると認めるときは、申請事

項につき修正を加え、又は条件を付することができる。 

３ 会長は、審査の上、適当と認められないときは、速やかに不交付決定を行い、別記様

式第３号により、当該不交付決定の内容及び理由について、申請者に通知する。 

 

第９ 申請の撤回 

奨励金の交付の決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）は、当該通知に係る奨

励金の交付決定の内容又はこれに付された条件に異議があるときは、当該通知受領後 14

日以内に申請の撤回をすることができる。 

 

第 10 事情変更による決定の取消し等 

会長は、交付の決定の後においても、その後の事情の変更により特別の必要が生じたと

きは、交付の決定の全部若しくは一部を取り消し、又は交付の決定の内容若しくはこれに

付した条件を変更することがある。ただし、既に経過した期間に係る部分については、こ

の限りでない。 

 

第 11 申請事項の変更 

交付決定者は、奨励金の受領までに氏名、居住地、電話番号等を変更した場合は、変更

後１か月以内に住所等変更届（別紙様式第４号）を会長に提出する。 

 

第 12 是正のための措置 

会長は、書面審査や現地調査等により、奨励金交付事業の成果等がこの交付規則の内容

に適合しない事実が明らかになった場合には、これに適合させるために必要な措置を命

ずる。 

 

第 13 決定の取消し 

会長は、交付決定者が次のいずれかに該当した場合は、交付決定者に対して奨励金の交

付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

(1) 偽りその他不正の手段により奨励金の交付の決定を受けたとき。 

(2) 交付決定者（法人その他の団体にあっては、代表者、役員、使用人、従業員、構成

員等を含む。）が、暴力団等に該当するに至ったとき。 

(3) その他奨励金交付の決定の内容又はこれに付した条件その他法令又は交付の決定

に基づく命令に違反したとき。 

 

第 14 奨励金の返還 

次に掲げる事項に該当する場合は、奨励金の交付を受けた者（以下「交付事業者」とい

う。）は奨励金の全部を返還しなければならない。 



 

(1) 第４及び第５の交付要件に違反することとなったとき。 

(2) 虚偽の申請その他不正の手段により奨励金の交付を受けたとき。 

(3) 前各号に掲げるもののほか、会長が必要と認めるとき。 

 

第 15 違約加算金及び延滞金 

１ 会長が、第 14 の規定による返還の場合及び第 13 の規定によりこの交付決定の全部

又は一部の取消しをした場合において、奨励金の返還を命じたときは、交付事業者は、

当該命令に係る奨励金の受領の日から納付の日までの日数に応じ、当該奨励金の額（そ

の一部を納付した場合におけるその後の期間については、既納額を控除した額）につき、

年 10.95 パーセントの割合(年当たりの割合は、閏年の日を含む期間についても、365

日当たりの割合とする。）で計算した違約加算金（100円未満の場合を除く。）を納付し

なければならない。 

２ 会長が交付事業者に対し、奨励金の返還を命じた場合において、交付事業者がこれを

納期日までに納付しなかったときは、交付事業者は、納期日の翌日から納付の日までの

日数に応じ、その未納付額につき年 10.95パーセントの割合（年当たりの割は、閏年の

日を含む期間についても、365日当たりの割合とする。）で計算した延滞金（100円未満

の場合を除く。）を納付しなければならない。 

 

第 16 違約加算金の計算 

 第 15の１の規定により違約加算金の納付を命じた場合において、納付した金額が返還

を命じた奨励金の額に達するまでは、その納付金額は、まず当該返還を命じた奨励金の

額に充てるものとする。 

 

第 17 延滞金の計算 

第 15の２の規定により延滞金の納付を命じた場合において、返還を命じた奨励金の未

納付額の一部が納付されたときは、当該納付の日の翌日以後の期間に係る延滞金の計算

の基礎となるべき未納付額は、その納付金額を控除した額によるものとする。 

 

第 18 他の奨励金等の一時停止等 

会長は、交付事業者に対し奨励金の返還を命じ、交付事業者が当該奨励金、違約加算金

又は延滞金の全部又は一部を納付しない場合において、交付事業者に対して、同種の事務

又は事業について交付すべき奨励金等があるときは、相当の限度においてその交付を一

時停止し、又は当該奨励金等と未納付額とを相殺することができるものとする。 

 

第 19 帳簿及び関係書類の整理保管 

交付決定者は、奨励金交付事業に係る収入、支出を記載した帳簿その他の関係書類を当

該奨励金交付事業完了の日の属する会計年度終了後５年間保管しなければならない。 

 

第 20 検査等 

会長は、スポットワーカー利用状況について確認するため、交付決定者に対し、必要な

事項の報告を求め、及び現地への立入調査を行うことができる。 

 

 

附 則 

この要綱は、令和８年４月１日から施行する。 

 

 

  



 

別表１（第２関係） 

事業内容 補助率 

奨励金交付事業 

スポットワークを利用する農業者の金銭的負担感を和ら

げつつ、利用を促進するための奨励金を交付する事業 

 

10／10以内 

 

 

 

  



 

 

別記様式第１号の１（第７関係） 

 

令和  年  月  日 

 

 

一般社団法人東京都農業会議会長 殿 

 

 

住所 

氏名＜名称・代表者＞            

電話番号 

 

 

 

農業スポットワーク活用促進奨励金交付申請書（兼請求書） 
 

農業スポットワーク活用促進奨励金交付規則（令和８年４月１日付８東農発第10号）第７の規定に基

づき、下記のとおり奨励金１０，０００円の交付を申請します。 

 

記 

 

１ スポットワーカーの雇用状況 

番

号 
雇用した日付 雇用した時間 労務の具体的な内容 備考 

例 令和８年７月31日 10:00～12:00 ブルーベリー摘取園の駐車場誘導  

１     

２     

３     

４     

５     

 

２ 振込口座 

金
融
機
関
店
舗
名
等 

銀行 信用金庫 信用組合 労働金庫 

農業協同組合  信用農業協同組合連合会 

農林中金 

店・所 出張所 

金融機関コード         

 預金・貯金の種類 普通預金･当座預金 口座番号         

郵 便 局 記号      （当座） 番号         

口座 

名義人 

（ふりがな） 

氏 名 

 

※申請者と口座名義人が異なる場合は同意書を添付してください。 

 



 

 

３ 個人情報の取り扱い 

以下の個人情報の取扱いについてよくお読みになり、その内容に同意する場合は「個人情報の取

扱いの確認」欄に署名をしてください。 

 

農業スポットワーク活用促進事業に係る個人情報の取扱いについて 

 

 一般社団法人東京都農業会議（以下「東京都農業会議」という。）は、農業スポットワーク活用促

進事業の実施に際して得た個人情報について、東京都が定める個人情報保護条例及び東京都農業会

議が定める個人情報保護規程等に基づき適切に管理し、本事業の実施のために利用します。また、東

京都農業会議は、交付申請者の経営発展に資するため、必要最小限度内において関係機関（注）へ提

供し、又は確認する場合があります。 

 

関係機関（注） 
東京都、東京都農業協同組合中央会、都内農業協同組合、 

区市町村、区市町村農業委員会 

 

 個人情報の取扱いの確認 

 

 「個人情報の取扱い」に記載された内容について同意します。 

  

                         年   月   日 

        （法人・組織名） 

              氏名 

 

 

４ 添付書類 

（１） スポットワーカーを利用したことを証明できる書類 

     例１：求人サービス事業者が発行する請求書の写し 

（仲介手数料が５件分以上あるなど、５回以上の利用実績が確認できるもの） 

     例２：求人サービス事業者の利用明細の写し 

（被雇用者の住所など個人情報は伏せた状態で提出すること） 

   例３：求人サービス事業者の利用状況が分かる画面のスクリーンショットの写し 

（２）誓約書 

（３）その他必要な資料 

  



 

 

別記様式第１号の２（第７関係） 

 

 

 

 

誓  約  書 

 

 

 

一般社団法人東京都農業会議会長 殿 

 

 

 

農業スポットワーク活用促進奨励金交付規則第７の規定に基づく奨励金等の交付の申請

を行うに当たり、当該申請により奨励金等の交付を受けようとする者（法人その他の団体に

あっては、代表者、役員又は使用人その他の従業員若しくは構成員を含む。）が東京都暴力

団排除条例第２条第２号に規定する暴力団、同条第３号に規定する暴力団員又は同条第４

号に規定する暴力団関係者（以下「暴力団員等」という。）に該当せず、かつ将来にわたっ

ても該当しないことをここに誓約いたします。 

また、この誓約に違反又は相違があり、農業スポットワーク活用促進奨励金交付規則第 14

の規定により奨励金等の交付の決定の取消しを受けた場合において、農業スポットワーク

活用促進奨励金交付規則第 15の規定に基づき返還を命じられたときは、これに異議なく応

じることを誓約いたします。 

 

 

 令和  年  月  日 

 

 

住 所 

                      

 

 

氏 名                      

                       

 

 

＊ 法人その他の団体にあっては、主たる事務所の所在地、名称及び代表者の氏名を記入す

ること。 

＊ この誓約書における「暴力団関係者」とは、以下の者をいう。 

・暴力団又は暴力団員が実質的に経営を支配する法人等に所属する者 

・暴力団員を雇用している者 

・暴力団又は暴力団員を不当に利用していると認められる者 

・暴力団の維持、運営に協力し、又は関与していると認められる者 

・暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認められる者 

  



 

 

別記様式第２号（第８関係） 

（ 番   号 ） 

 

 

 

（住所） 

（氏名）             殿 

 

 

 

 年 月 日付で貴殿より交付申請のあった農業スポットワーク活用促進奨励金（以下

「奨励金」という。）については、申請の内容を審査したところ適当と認められるので、下

記により奨励金を交付する。 

 

 

 

 年  月  日 

 

 

 

一般社団法人東京都農業会議会長 氏名 

 

 

 

記 

 

 

 

第１ 交付金額     金１０，０００円 

  （振り込み予定日  年  月  日） 

 

 

第２ 奨励金の内容等 

奨励金の内容等は、 年 月 日付による申請書のとおりとする。 

 

第３ 交付条件 

農業スポットワーク活用促進奨励金について、予算の範囲内において奨励金を交付す

るものとし、その交付に関しては、東京都補助金交付規則（昭和 37 年東京都規則第 141

号）、農業スポットワーク活用促進奨励事業費補助金交付要綱（令和８年３月 27日付７産

労農振第 3096 号）、一般社団法人東京都農業会議農業スポットワーク活用促進奨励金交

付規則（令和８年４月１日付８東農発第 10号、以下「交付規則」という。）に定めるもの

のほか、この通知の規定に従うものとする。 

 

第４ 申請の撤回 

奨励金の交付の決定を受けた者（以下「交付決定者」という。）は、当該通知に係る奨

励金の交付決定の内容又はこれに付された条件に異議があるときは、当該通知受領後 14

日以内に申請の撤回をすることができる。 



 

 

第５ 事情変更による決定の取消し等 

一般社団法人東京都農業会議会長（以下「会長」という。）は、交付の決定の後におい

ても、その後の事情の変更により特別の必要が生じたときは、交付の決定の全部若しくは

一部を取り消し、又は交付の決定の内容若しくはこれに付した条件を変更することがあ

る。ただし、既に経過した期間に係る部分については、この限りでない。 

 

第６ 是正のための措置 

会長は、書面審査や現地調査等により、奨励事業の成果等がこの交付規則の内容に適合

しない事実が明らかになった場合には、これに適合させるために必要な措置を命ずる。 

 

第７ 決定の取消し 

会長は、交付決定者が次のいずれかに該当した場合は、交付決定者に対して奨励金の交

付の決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

(1) 偽りその他不正の手段により奨励金の交付の決定を受けたとき。 

(2) 交付決定者（法人その他の団体にあっては、代表者、役員、使用人、従業員、構成

員等を含む。）が、暴力団等に該当するに至ったとき。 

(3) その他奨励金交付の決定の内容又はこれに付した条件その他法令又は交付の決定

に基づく命令に違反したとき。 

 

第８ 奨励金の返還 

次に掲げる事項に該当する場合は、奨励金の交付を受けた者（以下「交付事業者」とい

う。）は奨励金の全部を返還しなければならない。 

(1) 第４及び第５の交付要件に違反することとなったとき。 

(2) 虚偽の申請その他不正の手段により奨励金の交付を受けたとき。 

(3) 前各号に掲げるもののほか、会長が必要と認めるとき。 

 

第９ 違約加算金及び延滞金 

１ 会長が、交付規則第 14 の規定による返還の場合及び交付規則第 13 の規定によりこ

の交付決定の全部又は一部の取消しをした場合において、奨励金の返還を命じたとき

は、交付事業者は、当該命令に係る奨励金の受領の日から納付の日までの日数に応じ、

当該奨励金の額（その一部を納付した場合におけるその後の期間については、既納額を

控除した額）につき、年 10.95パーセントの割合(年当たりの割合は、閏年の日を含む

期間についても、365日当たりの割合とする。）で計算した違約加算金（100円未満の場

合を除く。）を納付しなければならない。 

２ 会長が交付事業者に対し、奨励金の返還を命じた場合において、交付事業者がこれを

納期日までに納付しなかったときは、交付事業者は、納期日の翌日から納付の日までの

日数に応じ、その未納付額につき年 10.95パーセントの割合（年当たりの割は、閏年の

日を含む期間についても、365日当たりの割合とする。）で計算した延滞金（100円未満

の場合を除く。）を納付しなければならない。 

 

第 10 違約加算金の計算 

交付規則第 15の１の規定により違約加算金の納付を命じた場合において、納付した金

額が返還を命じた奨励金の額に達するまでは、その納付金額は、まず当該返還を命じた奨

励金の額に充てるものとする。 

 

第 11 延滞金の計算 

交付規則第 15の２の規定により延滞金の納付を命じた場合において、返還を命じた奨

励金の未納付額の一部が納付されたときは、当該納付の日の翌日以後の期間に係る延滞

金の計算の基礎となるべき未納付額は、その納付金額を控除した額によるものとする。 



 

 

 

第 12 他の奨励金等の一時停止等 

会長は、交付事業者に対し奨励金の返還を命じ、交付事業者が当該奨励金、違約加算金

又は延滞金の全部又は一部を納付しない場合において、交付事業者に対して、同種の事務

又は事業について交付すべき奨励金等があるときは、相当の限度においてその交付を一

時停止し、又は当該奨励金等と未納付額とを相殺することができるものとする。 

 

第 13 帳簿及び関係書類の整理保管 

交付決定者は、奨励金交付事業に係る収入、支出を記載した帳簿その他の関係書類を当

該奨励金交付事業完了の日の属する会計年度終了後５年間保管しなければならない。 

 

第 14 検査等 

会長は、スポットワーカー利用状況について確認するため、交付決定者に対し、必要な

事項の報告を求め、及び現地への立入調査を行うことができる。  



 

 

 

別記様式第３号（第８関係） 

村 名 

（番    号） 

    年  月  日 

 

 

（住所） 

（氏名）             殿 

 

 

 

一般社団法人東京都農業会議会長 氏名   

 

 

 

不交付決定通知書 

 

 

  年  月  日付で申請のあった農業スポットワーク活用促進奨励金につい

ては、下記により交付しないこととしましたので通知いたします。 

 

 

 

記 

 

１ 交付しない理由 

 

 

 

  



 

 

 

別記様式第４号（第 11関係） 

 

令和  年  月  日 

 

 

一般社団法人東京都農業会議会長 殿 

 

 

 

住所 

氏名＜名称・代表者＞         

 

 

 

住所等変更届 

 

 

農業スポットワーク活用促進奨励金交付規則（令和８年４月１日付８東農発第10号）

第11の規定に基づき、下記のとおり変更したため、関係書類を添えて届け出ます。 

 

 

記 

 

変更前 

 

氏名 

 

住所 

 

電話番号 

 

その他（                      ） 

 

変更後 

 

氏名 

 

住所 

 

電話番号 

 

その他（                      ） 

 

 

 添付書類：変更後の住所を証明する書類（運転免許証、パスポート等の写し） 

 

 


